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               論   文   の   要   旨 
 

本研究は、(1)バイオマス資源の調達；(2)供給；(3)エネルギー変換；および(4)エネルギー利用の

４つのサブシステムからなる総合的なバイオマスエネルギー利活用モデルを構築し、これをエネル

ギー、環境および社会経済の相互作用を記述する双対型の動学的拡大産業連関モデルに組み込み、

様々なバイオマスエネルギーの高度利用技術や二酸化炭素排出税、バイオマスエネルギー生産補助

金などの環境政策を総合的に評価し、行政区毎に最適なバイオマスエネルギー利活用システムとそ

の時の税率・補助金額を明らかにし、その効果を分析したものである。本論文は、全 6 章で構成さ

れる。第 1 章は序論であり、研究の背景、先行研究のサーベイ、研究目的とその意義についてまと

めている。石炭を中心とする化石系燃料に過度に依存する中国は、今後再生可能エネルギーへの転

換を図る必要がある。中国吉林省はエネルギーの域外依存率が高いが、その利用により多面的な効

果を期待できるバイオマス資源としての未利用農業残渣や畜産廃棄物が豊富に存在し、さらに風力

発電、太陽光発電等の再生可能エネルギーのポテンシャルも高い。本研究は、吉林省政府が掲げる

再生可能エネルギー利用率を 2020 年までに 10.06%に増加する方策について様々な視点から分析し、

提言する。第 3 章では、吉林省のバイオマス資源および同利活用技術の潜在的有効性を評価するシ

ステムモデルについて述べている。4 章は、5 章のための準備の章であり、バイオマス資源賦存量の

推定および直接燃焼発電（BT1）、ガス化発電（BT2）、ペレット発電（BT3）、大規模ガス化＋集中

供給（BT4）、バイオエタノール生産（BT5）のバイオマスエネルギー生産技術の潜在的優位性を評

価するためのシミュレーション分析モデルの定式化と結果の分析である。2011 年を基準年として

2025 年までの動学シミュレーションを行い、2025 年の利用可能な農業残渣は 55 百万ｔで、その内

80 ％がトウモロコシの残渣（茎の部分）であること、再生可能エネルギーの生産が経済活動の中に

各技術毎に産業として組み込まれていると想定した場合、農業残渣の再生可能エネルギー生産への



投入率は、2011 年 8.6%から 2025 年の 41.1%に上昇すること、BT1 による農業残渣の利用率は 60%
以上であるが、2025 年まで趨勢は減少傾向であること、替わって BT3 が 2011 年の 15.8%から 2025
年の 21.9%に増加すること、等を明らかにした。第 5 章は、バイオマス資源エネルギー利用システ

ム総合評価のためのシミュレーションモデルの定式化とシミュレーション結果の分析である。社会

経済は(i)通常産業、(ii)既存エネルギー産業、(iii)政府、(iv)家計、(v)再生可能エネルギーの 5 部門に

分割され、再生可能エネルギー部門は B1 から B5 までの新技術に対応している。ここでは、温室効

果ガス（GHG）排出量が明示的に制御され、また最適な炭素税率等が内生的に導出される。農業残

渣の利活用はポテンシャルが高く、2025 年までに 55 百万トンの農業残渣のうち 41%がエネルギー

利用可能であり、これは標準炭換算で約 8 百万トンであり一次エネルギーの 1.7%を占める。その結

果、農業残渣のみの発電、固形燃料、合成ガスおよびバイオエタノール利用により、GHG を 10%
前後削減可能である。また、農業残渣に加えて畜産廃棄物、森林資源等を総合的に利活用すること

で 2025 年までに一次エネルギーの 8.2%を供給し、自給率を 78%に増加し、年平均で地域総生産額

（GRP）成長率 8％を維持しながら、GHG を 30%削減すること。その時の最適な二酸化炭素排出

税率は 6.5 元/CO2-e であること、等の有益な結果を示した。第 6 章は結論と今後の課題について述

べている。 
 

審   査   の   要   旨 

 
吉林省は重工業基地として、また穀倉地帯として中国東北地方の重要な州である。エネルギー資

源が乏しいため自給率は 57.7%と低く、一次エネルギーの 77.6％は二酸化炭素排出効率の悪い石

炭に依存している（数値は 2010 年の値）。第 12 次 5 カ年計画では、2010 年から 2015 年までの間

にバイオマスエネルギーの比率を 0.5％から 3.7％に増加し、GRP 当たり GHG 排出量（≡GHG 排
出強度）を 2010 年と比較して 17％削減することが目標となっている。この意味で、本研究は時宜

を得たものであり、有益で示唆に富む結果が得られている。 
研究課題の背景の分析、先行研究のサーベイは適切になされており、モデルの構造式の設定、

用いたデータやパラメータの推定も適切になされており、事後シミュレーションや感度分析によ

る当該モデルの妥当性の検証も適切になされている。吉林省を対象として利用可能なすべてのバ

イオマス資源の賦存量を推定し、GHG 排出削減手段の一つとして、現在利用可能な様々な新技

術の潜在力を総合的に評価した研究は見当たらない。研究成果は、四編の国際誌に掲載され、学

会からも高い評価を得ている。 
平成28年1月21日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもとに論文の審査及び最

終試験を行い、本論文について著者に説明を求め、関連事項について質疑応答を行った。その結果、

審査委員全員によって合格と判定された。 

よって、著者は博士（環境学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものとして認める。 


